
Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

マンションを巡る課題と改正法の概要



マンションの現状と課題
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ス
ト
ッ
ク
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分譲マンションストック戸数

（万戸）

新
規
供
給
戸
数

旧耐震基準ストック
約１０４万戸

※ １．新規供給戸数は、建築着工統計等を基に推計した。

２．ストック戸数は、新規供給戸数の累積等を基に、各年末時点の戸数を推計した。
３．ここでいうマンションとは、中高層（３階建て以上）・分譲・共同建で、鉄筋コンクリート、鉄骨鉄筋コンクリート又は鉄骨造の住宅をいう。
４．昭和４３年以前の分譲マンションの戸数は、国土交通省が把握している公団・公社住宅の戸数を基に推計した戸数。

○現在のマンションストック総数は約665.5万戸（令和元年末時点）。
○これに平成27年国勢調査による１世帯当たり平均人員2.33をかけると、
約1,551万人が居住している推計となり 、これは国民の約１割にあたる。

新規供給戸数
［左目盛り］

ストック戸数
［右目盛り］
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築後３０、４０、５０年超の分譲マンション戸数

※現在の築50年超の分譲マンションの戸数は、国土交通省が把握している築50年超の公団・公社住宅の戸数を基に推計した戸数。
※5年後、10年後、20年後に築30、40、50年超となる分譲マンションの戸数は、建築着工統計等を基に推計した令和元年末時点の分譲マン
ションストック戸数及び国土交通省が把握している除却戸数を基に推計したもの。

築後３０、４０、５０年超の分譲マンション数

(令和元年末) (令和6年末) (令和１1年末) (令和21年末)
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48.8 

91.8 
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80.3 

99.7 

121.7 
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185.7 
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現在 ５年後 １０年後 ２０年後

築３０年～

４０年未満

築４０年～

５０年未満

築５０年～

（築30年超＝平成2年
以前：213.5万戸）

（築40年超
＝昭和55年
以前：91.8
万戸）

（築40年超
＝平成2年
以前：213.5
万戸）

（築40年超
＝平成12年
以前：384.5
万戸）

（
万

戸

）

（当該年時点で）

（当該年時点で）

（当該年時点で）

○築４０年超のマンションは現在９１．８万戸（マンションストック総数の約１４％）。
○１０年後には約２．３倍の２１３．５万戸、 ２０年後には約４．２倍の３８４．５万戸となる見込み。
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区分所有者の高齢化・非居住化・管理組合の担い手不足

○高経年マンションについて、ソフト面においては区分所有者の高齢化・非居住化（賃貸・空き住戸化）が進行し、
管理組合の役員の担い手不足や、総会運営や集会の議決が困難等の課題を抱えているものが多い

※ 相続などによる所在不明等の所有者が将来増加することで、決議が困難となることも考えられる

24.7%

65.9%

22.4%

32.9%

30.6%

44.7%

7.6%

34.1%

64.1%

27.8%

40.7%

41.0%

39.2%

3.3%

0% 20% 40% 60% 80%

管理費・修繕積立金等の収入が不足する

管理組合役員の担い手がいなくなる

マンションの資産価値が下がる

総会の運営や集会の決議が困難になる

マンションの維持・修繕が困難になる

防災・防犯上の安全性が下がる

その他
現在問題（N=170) 将来危惧（N=273)

【出典】平成28年度マンションの更新手法及び合意形成に係る調査

空き家による現在の問題と将来の危惧 （複数回答）

【出典】平成25年度住宅・土地統計調査

【出典】平成25年度住宅・土地統計調査 【出典】平成25年度住宅・土地統計調査

マンション居住者が60歳以上のみの世帯の割合 － 建築時期別 マンション内の借家の割合 － 建築時期別（棟数ベース）

マンション内の空き家の割合 － 建築時期別（棟数ベース）

社会資本整備審議会 住宅宅地分科会
第３回マンション政策小委員会 資料
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○ 適切な維持管理が行われず、居住者・近隣住民等の生命・身体に危険を生じるマンションが発生し始めて
いる

マンションの２階廊下部分が崩落した事例 外壁、手すりが崩落した事例

外部不経済を生じるマンションの発生

建物の傷みが著しく外壁の剥落、鉄骨の露出などが見られる事例

＜外観＞ ＜1階廊下天井＞ ＜外観（妻側）＞ ＜外観（平側）＞

＜外観＞ ＜内観＞

社会資本整備審議会 住宅宅地分科会
第３回マンション政策小委員会 資料
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〇 タワーマンションの出現に象徴される大規模化、設備の高度化、複合用途化等に伴い、マンション管理
の専門化・複雑化は従前に比べ格段に進んでいる

■マンションの階数別棟数と割合

【出典】平成30年度マンション総合調査

マンションの完成年次

■全国のタワーマンション※の累積棟数及び新規竣工棟数

【出典】（株）東京カンテイ タワーマンションの供給動向

※最高階数が20階以上

累積棟数

新規竣工棟数

棟

85％

60%

15％ 40％

0
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～平成元年 平成2年～平成30年

10階建以下 11階建以上
（棟）

1,342棟

1,584棟

マンションの大規模化等
社会資本整備審議会 住宅宅地分科会
第３回マンション政策小委員会 資料
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大規模マンションが抱える課題

○ マンションの維持管理に係る区分所有者の合意形成の困難性は、大規模になるほど増加する傾向にある
○ マンション修繕に係る費用は、マンションの規模が大きくなるにつれ高層化等もあって増大し、
資金不足等により適切な維持修繕が行われない場合の影響が大きくなる
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※通常総会への区分所有者(委任状及び議決権行使書提出者を除く)の出席割合を示す

【出典】平成30年度マンション総合調査
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【出典】平成29年度マンション大規模修繕工事に関する実態調査

※直接工事費（共通仮設費、現場管理費、一般管理費、消費税相当額は含まない）

■大規模修繕工事金額

戸当たり工事金額

工事金額

戸当たり工事金額

工事金額

■総会への実際の出席割合

社会資本整備審議会 住宅宅地分科会
第３回マンション政策小委員会 資料



現在の修繕積立金

残高が計画に

比べて余剰がある

33.8%

不明

31.4%

N=1,529

〇 計画期間２５年以上の長期修繕計画に基づいて修繕積立金の額を設定しているマンションの割合は増加して
いるものの、平成３０年度においても５３．６％に留まっている。

〇 計画上の修繕積立金の積立額と現在の修繕積立金の積立額の差は、現在の積立額が計画に比べて不足して
いるマンションが３４．８％にのぼる。

【出典】平成30年度マンション総合調査 【出典】平成30年度マンション総合調査

計画に対して

20%超の不足

15.5%

計画に対して

10%超～20%の不足

2.5%

計画に対して

5%超～10%の不足

2.1%

計画に対して

5%以下の不足

14.7%

34.8%

■修繕積立金の積立状況

19.7 %

36.6 %
46.0 %

53.6 %
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平成15年度

N=1,058

平成20年度

N=2,167

平成25年度

N=2,324
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N=1,688

%

■計画期間２５年以上の長期修繕計画に基づき
修繕積立金の額を設定している管理組合の割合

適切な長期修繕計画の不足、修繕積立金の不足 管理
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【出典】平成30年度マンション総合調査

■概ね築40年以上で大規模修繕が
2回以下のマンションストック戸数の割合

大規模修繕
３回以上
52万戸
48%

■概ね築30年以上で大規模修繕が
1回以下のマンションストック戸数の割合

大規模修繕
２回以上
181万戸

79%

大規模修繕
１回以下
48万戸
21%

〇 築40年を超えるような高経年マンションでは、ハード面において共用部分である外壁等の剥落、
鉄筋の露出・腐食、給排水管の老朽化といった生命・身体・財産に影響する問題を抱えるものが多い

○ 一方で、大規模修繕工事の周期を12年程度とすると、築40年以上のマンションの約４割、築30年以上の
マンションの約２割で適時適切な大規模修繕が実施できていない可能性がある

■築年数による問題発生率の比較

大規模修繕

1回以下
22%

大規模修繕

2回以上
78%

大規模

修繕

2回以

下
37%

大規模

修繕

3回以

上
63%

高経年マンションにおける修繕不足の懸念

うち大規模修繕回数
１回：12.9％
２回：24.4％

うち大規模修繕回数
０回：0.9％
１回：21.5％

0% 10% 20% 30% 40%

外壁等の剥落

鉄筋の露出･腐食

漏水や雨漏り

水道水から赤水発生

洗面台や台所､流しの

排水の詰まり

浴室やトイレの排水の

詰まり

給排水管の老朽化に

よる漏水

築40年以上のマンション 築40年未満のマンション

社会資本整備審議会 住宅宅地分科会
第３回マンション政策小委員会 資料
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□ 実施準備中（建替え決議等）

■ 実施中（マンション建替法による建替え）

■ 実施中（マンション建替法によらない建替え）

■ 工事完了済（マンション建替法による建替え）

■ 工事完了済（マンション建替法によらない建替え）

（件）

※ 国土交通省調査による建替え実績及び地方公共団体に対する建替えの相談等の件数を集計
※ 阪神・淡路大震災、東日本大震災及び熊本地震による被災マンションの建替え（計113件）は含まない
※ 上記のほか、マンション敷地売却制度に基づく買受計画の認定を受けたものは10件、うちマンションの除却に至ったものは3件ある

実施中
（30件）

工事完了済
（254件）

実施準備中
（11件）

○ マンション建替えの実績は累計で254件、約19,900戸（令和２年４月時点）に留まる。

マンション建替えの実施状況（令和２年４月時点）
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【出典】国土交通省が把握している建替え事例等から分析

○ マンション建替えにおける区分所有者の平均負担額は近年増加傾向にある
○ 建替え実現事例の従前従後の利用容積率比率は低下傾向にあり、高経年化・老朽化マンションの
更新においては、区分所有者の経済的負担の増加など事業成立性がより厳しくなることが見込まれる
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3,435 3,787 

8,741 9,256 

11,059 
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8,000
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12,000

～1996 1997～2001 2002～2006 2007～2011 2012～2016

従後マンションの竣工年

N=112

（千円）

■ 建替え後竣工年代別 区分所有者の平均負担額

区分所有者の平均負担額は
年々増加傾向

【出典】平成２８年度マンションの再生手法及び合意形成に係る調査

従前従後の利用容積率比率は
低下傾向

■ 建替え後竣工年代別 従前従後の利用容積率比率※

区
分
所
有
者
の
平
均
負
担
額

建替事業における事業採算性の低下

※計算方法

（従前従後の利用容積率比率）＝
（建替後の利用容積率）
（建替前の利用容積率）

社会資本整備審議会 住宅宅地分科会
第３回マンション政策小委員会 資料
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■総マンションストック数に占める団地型マンションの割合

団地型

195万戸
33%

非団地型

403万戸
67%

0 1,000,000 2,000,000 3,000,000 4,000,000 5,000,000 6,000,000

戸数

（戸）

■立地別推計

3,871団地
78%

768団地
15%

331団地
7%

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

三大都市圏 その他の都市圏 その他(団地)

152.5万戸
78% 30.4万戸

16% 11.9万戸
6%

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

1,400,000

1,600,000

三大都市圏 その他の都市圏 その他（戸）

注）その他の都市圏･･･札幌大都市圏、仙台大都市圏、新潟大都市圏、静岡・浜松大都市圏、
岡山大都市圏、広島大都市圏、北九州・福岡大都市圏、熊本大都市圏、宇都宮都市圏、
松山都市圏、鹿児島都市圏

大規模な団地型マンションの高経年化

○ 総マンションストック約600万戸(H25時点）のうち、団地型マンションの割合は約１／３（約5,000団地、
約200万戸）

○全国の団地型マンションのうち、三大都市圏に約８割が集中

26 
291 

1,551 

2,769 

265 

1,260 

1,218 

1,324 

1,260 

1,218 

1,324 

676 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

(2015年) (2025年) (2035年) (2045年)

（団

地
）

（築45年超
＝昭和45
年以前

：291団地）

（築35年超＝
昭和55年以前
：1,551団地） （築45年超

＝平成12年
以前

：4,093団地）

（築35年超＝
平成2年以前
：2,769団地）

（築45年超
＝昭和55年

以前
：1,551団地）

（築35年超＝
平成12年以前
：4,093団地）

（築45年超
＝ 平成 2年

以前
：2,769団地）

（築35年超＝
平成22年以前
：4,769団地）

※団地型マンションの定義
①同一敷地内に計画的に建てられている二棟以上の共同住宅群で、②分譲敷地を含む概ね
50戸以上のもののうち、③当該敷地が区分所有者等により共有されていると推定されるもの

※推計方法
平成15年以降の住宅・土地統計調査では、団地・団地以外を判別する調査項目がないことから、
平成25年住宅・土地統計調査及びＵＲ・全国公社の供給実績を用いた特別集計、
東京都の団地型マンション住棟数調査等により推計

■築35年超
～45年未満

（当該年時点で）

■築45年超
～55年未満

（当該年時点で）

■築55年超
（当該年時点で）

■団地型マンションの高経年化

社会資本整備審議会 住宅宅地分科会
第３回マンション政策小委員会 資料
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26.9%

52.1%

44.5%

20.2%

23.1%

32.2%

13.5%

17.8%

13.3%

11.5%

2.5%

4.7%

27.9%

4.5%

5.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

検討中事例（全体）

建替実現事例（全体）

マンションストック（全体）

50戸以下 51戸～100戸以下 101戸～200戸以下 201戸～300戸以下 301戸以上

4.4%

28.1%

12.4%

6.7%

28.9%

23.3%

11.1%

29.7%

26.1%

20.0%

4.7%

16.6%

57.8%

8.6%

21.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

検討中事例（団地）

建替実現事例（団地）

マンションストック（団地）

50戸以下 51戸～100戸以下 101戸～200戸以下 201戸～300戸以下 301戸以上

○ これまでに実現したマンション建替え事例は、小規模な場合が多い（事例全体の約８割が100戸以下）
○ 特に、より大規模な団地型マンションの建替えが、検討時期に入っていくことが予想される
（建替えを検討している団地型マンションの約８割が201戸以上）

大規模団地型マンションにおける合意形成の困難化

■ 団地型マンションのストック・建替事例・検討中事例の規模割合比較

■ マンション全体のストック・建替事例・検討中事例の規模割合比較

N=1,653

N=242

N=104

N=283

N=128

N=45

100戸以下
75.2％

201戸以上
77.8％

【出典】国土交通省が把握している建替事例及び平成30年度マンション総合調査により分析

社会資本整備審議会 住宅宅地分科会
第３回マンション政策小委員会 資料
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法改正の概要
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社会資本整備審議会住宅宅地分科会マンション政策小委員会

○設置の趣旨
我が国におけるマンションストックは約655万戸にのぼり、国民の１割以上が居住する重要な居住形態となって
いる。
一方で、今後、高経年マンションの増加が急速に進む中、建物・設備の老朽化、管理組合の担い手不足、建替
え等の合意形成の困難さ等の課題が生じることが見込まれることから、マンションの維持管理の適正化や再生
の円滑化に向けた取組みの強化等、ストック時代における新たなマンション政策のあり方を検討する必要がある。
このため、社会資本整備審議会住宅宅地分科会の下にマンション政策小委員会を設置し、必要な検討を行う。

○検討事項
・ 地方公共団体によるマンション管理適正化への関与の強化・充実に向けた方策について
・ マンション再生の円滑化の多様なニーズに対応した事業対象の拡充に向けた方策について
・ 団地型マンションの柔軟な再生を可能とする手法の充実に向けた方策について 等

○委員（五十音順）

（委員長）

（委員長代理）

○スケジュール
・第１回 令和元年１０月１８日
・第２回 令和元年１１月 １日
・第３回 令和元年１２月２０日
・小委員会とりまとめ(案)

についてパブリックコメント実施
令和元年１２月２７日～

令和２年 １月２６日
・第４回 令和２年 ２月１０日
（新たな施策の方向性について
とりまとめ）

齊藤 広子
深尾 精一
戎 正 晴
江守 芙実
鎌野 邦樹
栗谷川 哲雄
小林 秀樹
坂 井 文
野口 貴公美

横浜市立大学国際教養学部教授
首都大学東京名誉教授
弁護士・明治学院大学法学部客員教授
江守設計一級建築士事務所代表
早稲田大学法学学術院法科大学院教授
東京都住宅政策本部民間住宅施策推進担当部長
千葉大学大学院工学研究院教授
東京都市大学都市生活学部教授
一橋大学大学院法学研究科教授
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○新耐震マンションの高経年化
⇒基本的なインフラ機能を欠き、改修等が困難な
老朽化マンション、居住者・近隣住民等の生命・身
体に危険が生じるおそれのあるマンションが出現

○適切な長期修繕計画・修繕積立金の不足
⇒適切な長期修繕計画の不足や修繕積立金の不足
等により必要な修繕がなされない懸念

○建替事業における事業採算性の低下
⇒区分所有者の経済的負担が増加

社会資本整備審議会住宅宅地分科会マンション政策小委員会とりまとめ概要①
マンションを取り巻く現状と課題

○全国のマンションのストック数は約655万戸（※１）、1,500万人超が居住
都市部等を中心になくてはならない居住形態として定着

○築40年超のマンションは現在81万戸、10年後には198万戸、
20年後には367万戸となる見込み（※１）

○マンションの建替えは累計244件、約19,200戸（※２）に留まる

※１平成30年末時点 ※２平成31年4月時点

マンションストックの状況

○維持管理等に係る意思決定に、意識・価値観・
経済力等が異なる区分所有者間の合意形成が必要

○区分所有者の多くは、建物の維持管理等に
必要な専門的知識や経験を必ずしも有していない

○適切に維持管理されない場合、戸建て住宅に比べ、
その規模ゆえに、周辺の住環境に与える影響が大きい

マンションの特殊性

外壁が崩壊等した事例２階の廊下部分が崩落した事例

■管理不全マンションの例

＜1階廊下天井＞＜外観＞

マンションの管理に関する現状と課題

○高齢化・非居住化、管理組合の担い手不足
⇒高経年マンションにおける区分所有者の高齢化、
非居住化による管理組合の役員の担い手不足等の課題

○マンションの大規模化等
⇒マンション管理の専門化・複雑化による
合意形成の困難さの増大

18 
67 67 226 403 293 204 
85 152 378 

781 
1,074 1,278 

0

500

1,000

1,500（棟）
■全国のタワーマンション※の累積棟数及び新規竣工棟数

累積棟数

新規竣工棟数

~S63 H1~5 H6~10 H11~15 H16~20 H21~25 H26~30

○既存住宅流通量の増加、管理情報の不足
⇒管理状況等に対する情報ニーズの高まり

○大規模団地型マンションの高経年化
⇒入居者が同時期に高齢化することによる合意
形成の一層の困難化、団地型マンション再生
手法の多様化に対するニーズの増加

■建替え実現マンション（団地含む）と建替え検討中団地の戸数規模別割合

4.4%

52.1%

6.7%

23.1%

11.1%

17.8%

20.0%

2.5%

57.8%

4.5%

51～100戸

201～300戸

301戸～

建替え検討中
団地

建替え実現
マンション

建替え検討中団地の約8割が200戸超の大規模団地

200戸超マンションの建替え実績は約７％

～50戸

※国土交通省調査

101～200戸

現在の修繕積立金

残高が計画に

比べて余剰がある

33.8%

不明

31.4%

N=1,529

34.8%

【出典】平成30年度マンション総合調査

【出典】国土交通省が把握している建替え事例等から分析

0

2.15

2.9

1.52 1.74

4.34

3.26
3.03

2.67
2.23

0

1

2

3

4

5

1970年代 1980年代 1990年代 2000年代 2010年代

単棟 団地

全体

N=1 N=22N=36N=30N=8 N=33N=30N=11N=5

従
前
従
後
の
利
用

容
積
率
比
率

従前従後の利用容積率比率は低下傾向

■建替え後竣工年代別 従前従後の利用容積率比率※

※計算方法

（従前従後の利用容積率比率）＝
（建替後の利用容積率）
（建替前の利用容積率）

■既存マンション流通量は過去30年で1.76倍に
（平成元年：4.5万戸⇒平成30年：7.9万戸）

＜外観＞

6.3 42.3 

197.8 

75.1 
95.8 

169.0 

116.4 

137.2 

193.4 

0

200

400

600

現在

（平成30年末）

5年後

（令和5年末）

20年後

（令和20年末）

築30年超～40年未満

（当該年時点で）

築40年超～50年未満

（当該年時点で）

築50年超

（当該年時点で）

■新耐震マンションの高経年化
（万戸）

※国土交通省調査

築40年超
366.8万戸

新耐震

旧耐震
築40年超
81.4万戸

新耐震
34.1万戸

新耐震
262.8万戸

築40年超
138.1万戸

約104万戸

52% 48%

37%

17%

0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%

【出典】平成25年度住宅・土地統計調査（総務省）

■マンション居住者が60歳以上のみの世帯の割合（建築時期別）
■修繕積立金の積立状況

昭和45年以前 昭和46年～
昭和55年

昭和56年～
平成２年

平成３年以降

【出典】住宅・土地統計調査（総務省）

※最高階数が20階以上 【出典】 （株）東京カンテイ タワーマンションの供給動向

N=242

N=45

計画に対して

20％超の不足

15.5%

計画に対して

10%超～20%の

不足 2.5%

計画に対して

5%超～10%の

不足 2.1%

計画に対して

5%以下の不足
14.7%

マンションの再生に関する現状と課題

※本とりまとめの対象とする「マンション」･･･おおむね二以上の区分所有者が存する建物で人の居住の用に供する専有部分のあるもの

計画に対して20％超の不足
15.5%

計画に対して10％超～20％の不足
2.5％

計画に対して5％超～10％の不足
2.1％

計画に対して5％以下の不足
14.7％

（令和２年２月）
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社会資本整備審議会住宅宅地分科会マンション政策小委員会とりまとめ概要②
当面取り組むべき施策の方向性

マンションの管理の適正化の推進 マンションの再生の円滑化の促進

○行政の役割の強化

○管理の適切性の評価・適切な修繕の促進

○建替えの円滑化の促進、敷地売却事業の対象の拡充

○住宅団地における敷地分割の円滑化

○行政による再生の円滑化のための取組の強化

居住 ・ 管理 ・ 修繕 ・ 改修 建替え・住み替え居住 ・ 管理 ・ 修繕 ・ 改修 建替え・住み替え

地方公共団体

国

⇒区域内のマンションの立地状況等を踏まえ、
計画的にマンション管理適正化に関する施策を講じていくことが必要

⇒区域内のマンションの実態の把握を進めるとともに、
管理が適正に行われていないマンションへ必要に応じて指導・助言、
専門家の派遣等による支援を行う等、能動的に関与していくことが必要

⇒国及び地方公共団体によるマンション管理適正化の推進に関する
方針を明確化し、役割を強化すべき

⇒地方公共団体による能動的な関与を円滑化するために
必要な措置を講じるべき

⇒地方公共団体によるマンションの実態の把握・専門家の派遣の
取組等を支援すべき

⇒適正な管理を行うマンションが評価される仕組みを通じて、
管理組合による適正な管理に向けた自主的な取組を誘導することが重要

⇒工事発注の適切性の確保のための継続的な取組を行うべき

⇒長期修繕計画・修繕積立金に係るガイドラインの見直しを検討すべき

⇒大規模修繕等のための多様な資金調達手段の拡充
（リバースモーゲージの活用やローンプレーヤーの拡大等）を図るべき

⇒マンションにおける日常生活に必要な基本的なインフラ機能を欠き、かつ、
適正な管理や改修等による対応が困難な老朽化マンションについて
は、市街地環境に支障のない範囲で容積率の緩和等により、必要に応じて
まちづくりの手法等も活用しながら、建替えの円滑化を促進すべき

⇒特に、外壁の剥落等により居住者・近隣住民等の生命・身体に危険が
生じるおそれがあるマンションについて、各区分所有者の権利制限にも
配慮しつつ、マンション敷地売却事業の対象とすることも重要

⇒国は老朽化マンションの長寿命化等の先導的な取組等を支援すべき

⇒地方公共団体は周辺のまちづくりのあり方の検討や建築・土地利用
規制の柔軟な運用等を図るとともに、国は地方公共団体に対する
技術的支援を一層推進すべき

敷地分割

（敷地分割のイメージ図）

○専門家・専門機関の活用の促進
⇒地方公共団体と専門家・専門機関との一層の情報共有・連携や、管理が適正に
行われていないマンションに対する専門機関の活用が図られることが望ましい

⇒専門家の育成、専門機関と連携した相談体制の強化を
推進すべき

一部街区で
建替え、又は
敷地売却

⇒団地全体での建替え・敷地売却等による再生に加え、団地内の棟や
区画ごとのそれぞれのニーズに応じ、一部棟を存置し修繕・改修しながら、
その他の棟の建替え・敷地売却等を円滑に行うことによる団地型マンション
の再生を促進するため、住宅団地において全員合意によらず敷地分割を
可能とする仕組みを構築することも重要

（令和２年２月）
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国土交通大臣は、マンションの管理の適正化の推進を図るための基本的な方針を策定

マンションの管理の適正化の推進に関する法律及び
マンションの建替え等の円滑化に関する法律の一部を改正する法律（令和２年法律第62号）

背景・必要性

◆築40年超のマンションは現在の81.4万戸から10年後には約2.4倍の198万戸、20年後には約4.5倍の367万戸
となるなど、今後、老朽化や管理組合の担い手不足が顕著な高経年マンションが急増する見込み

◆老朽化を抑制し、周辺への危害等を防止するための維持管理の適正化や老朽化が進み維持修繕等が困難な
マンションの再生に向けた取組の強化が喫緊の課題

法律の概要

マ
ン
シ
ョ
ン
建
替
円
滑
化
法
の
改
正

除却の必要性に係る認定対象の拡充 【公布後１年６か月以内施行】

マンションの再生の円滑化の推進

地方公共団体によるマンション管理適正化の推進 【公布後２年以内施行】

マンション管理の適正化の推進
マ
ン
シ
ョ
ン
管
理
適
正
化
法
の
改
正

【令和2年6月16日成立、6月24日公布】

国による基本方針の策定 【公布後２年以内施行】

地方公共団体※による以下の措置を講じる

○マンション管理適正化推進計画制度 ･･･基本方針に基づき、管理の適正化の推進を図るための施策に関する事項等を定める計画を
作成（任意）

○管理適正化のための指導・助言等 ･･･管理の適正化のために、必要に応じて、管理組合に対して指導・助言等

○管理計画認定制度 ･･･マンション管理適正化推進計画を作成した地方公共団体は適切な管理計画を有するマンションを認定

除却の必要性に係る認定対象に、現行の耐震性不足のものに加え、以下を追加

①外壁の剥落等により危害を生ずるおそれがあるマンション等

・4/5以上の同意によりマンション敷地売却を可能に
・建替時の容積率特例

②バリアフリー性能が確保されていないマンション等

・建替時の容積率特例

（建物の傷みが著しく外壁の剥落等が生じた事例）

団地における敷地分割制度の創設 【公布後２年以内施行】

上記①等の要除却認定を受けた老朽化マンションを含む団地において、敷地共有者の
４／５以上の同意によりマンション敷地の分割を可能とする制度を創設

敷地分割により要除却認定マンションの
売却・建替えを円滑化

要除却認定マンション

※事務主体は市・区（市・区以外は都道府県）
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管理の適正化と再生の円滑化の一体的な対応の必要性及び改正法の概要

○ 全国のマンションストックは約655万戸、1,500万人超が居住。都市部等でなくてはならない居住形態として定着
○ 築40年超のマンションは現在81万戸、10年後には約2.4倍の198万戸、20年後には約4.5倍の367万戸となるなど、

今後老朽化や管理組合の担い手不足が顕著な高経年マンションが急増する見込み
○ 旧耐震マンションが現在104万戸、さらに10年後には築40年超となる新耐震マンションが94万戸と見込まれるが、
H31.4時点でマンションの建替えは累計244件（約19,200戸）にとどまる

○ 老朽化を抑制し、周辺への危害等を防止するための維持管理の適正化や老朽化が進み維持修繕等が困難なマンションの再生に向けた取組の強化が
喫緊の課題

管理の適正化の推進

■マンションの適正な管理と再生フロー（イメージ）

入居 管理 修繕・改良 建替え

敷地売却

繰り返し

新築 補修点検等を行い、
日常管理を実施

適時適切な時期に
計画修繕を実施

建替えにより新たな
マンションを建設

売却により更地化

再生の円滑化の推進

・ 行政の役割の強化を通じた管理組合によるマンションの適正管理の推進と、

・ 老朽化等が進み維持修繕等が困難なマンションの再生（建替えや売却等）のさらなる円滑化の一体的な対応が必要

＜マンションの管理の適正化の推進＞
○ 国による基本方針の策定
○ 地方公共団体によるマンション管理適正化の推進
（マンション管理適正化推進計画制度、指導・助言等、管理計画認定制度）

＜マンションの再生の円滑化の推進＞
○ マンションの敷地売却事業の対象の拡大
○ 容積率の緩和特例の適用対象の拡大
○ 団地における敷地分割制度の創設

修繕・改良が
困難な場合

例：耐震性不足
老朽化 等
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マンションの管理の適正化の推進 【マンション管理適正化法の改正】

〇マンションの管理の適正化の推進のため、国による基本方針の策定、地方公共団体による計画の策定、
指導・助言等の制度等を創設

管理の適正化のために必要に応じて

助言及び指導を行い、管理組合の管

理・運営が著しく不適切であることを把

握したときは勧告をすることができる

※管理・運営が不適切なマンションの例
・管理組合の実態がない
・管理規約が存在しない
・管理者等が定められていない
・集会（総会）が開催されていない 等

※ 現在、地方公共団体により行われている
マンション管理適正化のための取組の事例
・専門家の派遣
・セミナーの開催
・相談窓口の設置 等

計画を定めた地方公共団体は、一定の基準
を満たすマンションの管理計画を認定すること
ができる

※ 認定の際に確認する事項
・修繕その他の管理の方法
・資金計画
・管理組合の運営状況 等

助言、指導及び勧告

◆マンション管理適正化法の改正

管理水準・高

管理水準・低

＜マンションの管理水準のイメージ＞

（管理が不適切なマンション）

国によるマンションの管理の適正化の推進を図るための基本方針の策定

地方公共団体によるマンション管理適正化の推進

国の基本方針に基づき、地方公共団体は
管理適正化の推進のための計画を策定

※ 管理適正化推進計画の内容
・マンションの管理状況の実態把握方法
・マンションの管理適正化の推進施策 等

マンション管理適正化推進計画制度(任意)

※ 事務主体は市区（市区以外の区域は都道府県）

適切な管理を
行うマンション

管理水準の
底上げ

管理計画認定制度
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マンションの再生の円滑化の推進（除却の必要性に係る認定対象の拡充） 【マンション建替円滑化法の改正】

◆マンション建替円滑化法の改正

除却の必要性に係る認定対象の拡充

外壁が崩壊等した事例２階の廊下部分が崩落した事例

（外壁の剥落等により危害が生ずるおそれがあるマンションの例）

＜1階廊下天井＞＜外観＞ ＜外観＞

マンション敷地売却事業の対象の拡大

○ 耐震性が不足するものに加え、外壁の剥落等により危害が
生ずるおそれがあるマンション等について、多数決により実施
できるマンション敷地売却事業の対象とする

容積率の緩和特例の適用対象の拡大

○ 耐震性が不足するものに加え、外壁の剥落等により危害が
生ずるおそれがあるマンションやバリアフリー性能が確保されて
いないマンション等を容積率緩和特例の対象とする

（容積率緩和のイメージ）

マンションへの
建替え

容積率の緩和

耐震性あり 耐震性なし

適用なし（全員合意【民法】）

適用あり
【マンション建替円滑化法】

（4/5の合意）

■ マンション敷地売却事業の適用対象

外壁の剥落等により危害が生ずる
おそれのあるマンション等を適用対象と
する（合意要件を ４／５に緩和）

外壁の剥落等により危害が生ずる
おそれのあるマンション等を適用対象と
する（合意要件を ４／５に緩和）

対象の拡大

耐震性あり 耐震性なし

適用なし

適用あり
【マンション建替円滑化法】

■ 容積率緩和特例の適用対象

外壁の剥落等により危害が生ずる
おそれのあるマンション、バリアフリー性能が

確保されていないマンション等を
容積率緩和特例の適用対象とする

外壁の剥落等により危害が生ずる
おそれのあるマンション、バリアフリー性能が

確保されていないマンション等を
容積率緩和特例の適用対象とする

対象の拡大

〇 老朽化が進み維持修繕が困難なマンションの再生の円滑化のため、除却の必要性に係る
認定対象を拡充し、マンション敷地売却事業※の対象及び容積率の緩和特例の適用対象を拡大

※ 建替えは耐震性の有無にかかわらず4／5の合意で実施可能

※ マンション敷地売却事業・・・マンション所有者から構成される特別な組合に区分所有権等を集約し、
当該組合から買受人（デベロッパー）にマンションとその敷地を一括で売却する事業
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除却の必要性に係る認定対象の拡充

建替え等の円滑化のため
に活用できる制度

【現行】
耐震性
不足

【法改正により拡充する認定対象】

外壁剥落等
防火性能
不足

給排水管
腐食等

バリアフリー
性能不足

マンション敷地売却事業
敷地分割事業

○ ○ ○ － －

建替時の容積率緩和特例 ○ ○ ○ ○ ○

22



マンションの再生の円滑化の推進（団地における敷地分割制度の創設） 【マンション建替円滑化法の改正】

◆マンション建替円滑化法の改正

○ 棟や区画ごとのニーズに応じ、一部棟を存置しながらその他の棟の建替え・敷地売却を行うため、耐震性不足や
外壁の剥落等により危害が生ずるおそれのあるマンション等で除却の必要性に係る認定を受けたマンションを含む団地において、
全員合意によらず多数決により敷地の分割を可能とする

全員同意 【民法】

■ 団地型マンションにおける敷地分割の決議要件

団地における敷地分割制度の創設

団地型マンションにおいて、一部棟が耐震性不足や外壁の剥落等により危害が生ずる
おそれのあるマンション等の場合、４/５の合意による敷地分割を可能に

団地型マンションにおいて、一部棟が耐震性不足や外壁の剥落等により危害が生ずる
おそれのあるマンション等の場合、４/５の合意による敷地分割を可能に

要件の緩和

（敷地分割制度を活用した事業のイメージ）

〇 団地型マンションの再生の円滑化のため、団地における敷地分割制度を創設

（除却の必要性に係る認定を受けたマンションを含む場合に限る）

※総マンションストックのうち、団地型マンションの割合は約１／３（約5,000団地、約200万戸）

一部街区が耐震性
不足等のため、敷地

売却の意向

敷地分割 マンション敷地売却

一部街区にて、
マンション敷地売却
事業を実施
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敷地分割事業の活用イメージ

A・B街区で
共有されて
いる敷地を
分割

A街区

B街区

分割

：駐車場

○敷地を共有する９棟（270戸）の住宅団地において、Ａ街区は耐震改修を実施済みですぐに建て替える意向はないが、
Ｂ街区は全棟が耐震性不足で、耐震改修ではなく建替えの意向となっている。

○団地全体の一括建替えは各棟要件の合意形成が難しく、Ｂ街区のみの一部建替えでは、低層の住棟群を集約・高
層化して建て替える中で、余剰の敷地を保留敷地として売却することができず、事業性を確保することが難しい。

○このため、Ａ・Ｂ街区間で敷地分割を行うことにより、各街区のニーズに即した団地再生を図ることが期待される。

A街区

B街区

保留
敷地

余剰の敷地を戸建住
宅用地として売却

存置

存置A街区（４棟120戸）
→耐震改修を実施済で、す
ぐに建て替える意向はない

B街区（５棟150戸）
→全棟が耐震性不足で耐震
改修ではなく建替えの意向

指定容積率：200％
利用容積率：60％
（利用容積比率30％）

余剰容積を活用して
住棟を北側に集約し
て建替え
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予算及び税制上の措置について
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マンションの管理適正化・再生円滑化に向けた令和2年度予算

既存住宅ストックの管理適正化等による有効活用・既存住宅流通の活性化を推進するため、今後急増する高経年マ
ンションについて、適切な維持管理を促進するとともに、改修や建替え等によるマンションの円滑な再生を図る取組
への支援を強化し、ソフトとハードの両面から、老朽化マンションへの総合的な取組を促進する。

マンション管理適正化・再生推進事業（拡充）

ソフト支援

現状・課題

マンションストック長寿命化等モデル事業（創設）

老朽化マンションの再生検討から長寿命化に資する改修や
建替え等を行うモデル的な再生プロジェクトへの支援事業を
創設する。

ハード支援
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平成30年
655万戸

分譲マンション戸数の推移

［左目盛り]
新規供給戸数

［右目盛り]
ストック戸数

(万戸)

「成長戦略フォローアップ」
（令和元年６月２１日閣議決定）（抄）

築後30,40,50年超の分譲マンション戸数万戸

築40 年超のマンションは
今後20 年で4.5 倍に増加

マンションストック総数は約655 万戸
（平成30 年末時点・推計）

６.（２）ⅰ）⑤都市の競争力の向上

・マンションストックやその敷地の有効活用の

ため、管理組合による適正な維持管理を促

す仕組みや建替え・売却による更新を円滑化

する仕組み等を検討し、方向性を2019年中に

とりまとめ、所要の制度的措置を講ずる。

管理組合の活動を後押しする取組みを行う法人を支援すると
ともに、地方公共団体等が実施する管理適正化・再生に関す
る先駆的な取組みをモデル事例として支援を行う。

成功事例・ノウハウを収集・分析し、全国の地方公共団体・管理組合等への普及・定着を図る。

【予算額：17億円】【予算額：1.5億円】
令和2年度予算

○事業立ち上げに向けた調査・検討
【事業主体】民間事業者等 【補助率】定額（限度額500万円／件）
○先導的なマンションの長寿命化改修等
【提案要件】
・計画期間25年以上の長期修繕計画を策定している等、適正に管理さ

れているマンションであること
・マンション管理に関する計画等を策定する自治体管内であること 等
【補助対象】長寿命化に資する先進的な工事等
【補助率】国１／３ 【事業主体】民間事業者等

○地方公共団体等によるマンションの管理適正化・再生に係る事業
（マンション管理の実態調査、再生に向けた規制の合理化の検討等）
【事業主体】地方公共団体等
【補助率】定額（限度額1,000万円／団体 等）
○マンションの新たな維持管理適正化・再生推進に係るモデル事例と
なる事業

【事業主体】管理組合の活動を支援する民間事業者等
【補助率】定額（限度額1,000万円／団体 等）
○老朽マンションの建替え等の専門家による相談体制等の整備

【令和2年度予算額】
ﾏﾝｼｮﾝｽﾄｯｸ長寿命化等ﾓﾃﾞﾙ事業 17億円（皆増）
ﾏﾝｼｮﾝ管理適正化・再生推進事業 1.5億円（対前年度1.23倍）
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マンションストック長寿命化等モデル事業

先
導
的
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
実
施

事業の成果等を広く公表することで、老朽化マンションの長寿命化・再生への取り組みの広がりや意識啓発に寄与

先導性の高い長寿命化等に向けた事業を実現するための必要な調査・検討等への支援

民間事業者等からの提案 【２タイプ（計画支援型／工事支援型）で公募】

有識者委員会で審査・採択

老朽化マンションの長寿命化に向けて、先導性が高く創意工夫を含む改修・修繕等への支援

■補助対象 調査設計計画費、長寿命化に資する工事のうち先進性を有するものに要する工事
■補助事業者 民間事業者等
■補助率 １／３

【事業期間 令和２～６年度】

令和２年度予算額 １７億円（創設）

■事業要件（以下の要件を満たすこと）
ⅰ）対象マンションの要件
・ 25年以上の長期修繕計画に基づく修繕積立金額を設定していること
・ 修繕積立金額が長期修繕計画額と概ね一致しているもしくは計画より余裕があること

・ 区分所有者が10人以上であり、耐用年数の２分の１を経過していること
ⅱ）提案内容の要件
・ ライフサイクルコストの低減につながる長寿命化改修であること。
・ 新たな技術の導入や工期短縮に資する工法の工夫があること。
ⅲ）地方公共団体が関与する要件として、マンション管理に関する計画や条例等を策定している（策定見込みを含む）
自治体で行われる事業であること。

※長寿命化工事を行うことが不合理なケースとして有識者委員会で認められた場合は、建替も補助対象となる。

計画支援型［事業前の立ち上げ準備段階］

情報公開を行い、事例集への情報提供に
協力すること。

■補助対象 長寿命化等に向けた事業を実現するための必要な調査・検討経費
■補助事業者 民間事業者等 ■補助率 定額（500万円／件・年 ※事業実施期間は、最大３年間）

■事業要件（以下の要件を満たすこと）

・ 区分所有者が10人以上であり、耐用年数の２分の１を経過していること
・ 原則として、当該事業完了後、速やかに、長寿命化等の事業実施の提案を行うこと

工事支援型［長寿命化等の工事実施段階］
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改修等に係る支援制度 マンション共用部分リフォーム融資（住宅金融支援機構）

１．制度の概要
マンション管理組合が行う共用部分のリフォーム工事等に必要な資金を貸し付ける。

２．融資条件
(１)対象者
マンション管理組合（法人格のない管理組合も借り入れ主体になることができる）
※一定の事項を定める管理規約が定められていること、マンション共用部分のリフォームをすることが総会で決議されている
こと、修繕積立金が１年以上定期的に積み立てられており、管理費等と区分して経理されていること等の要件を満たす必
要がある。

※管理組合が行う工事費の負担金として区分所有者が借りることができる。

（２） 融資限度額等

申込み マンション管理組合 区分所有者※２

融資限度※１ 工事内容に応じ
240～1,500万円/戸

工事内容に応じ
150～500万円/戸

工事内容に応じ
240～1,500万円/戸

返済期間 20年以内 20年以内 20年以内（年齢による最長返済期間の制限
あり）

保証人 連帯保証人 (公財)マンション管理センター 不要※３

担保 区分所有者全員の所有する土地・
建物に抵当権を設定

なし 当該区分所有者の所有する土地・建物に抵
当権を設定

申込み 償還期間 耐震改修以外 耐震改修

○マンション管理組合※ 10年以内 0．68％ 0．42％
20年以内 1．01％ 0．68％

○区分所有者
10年以内 1．03％ 0．36％
20年以内 1．36％ 0．62％

高齢者向け返済特例 1．06％ 0．86％

(３) 金利（金利水準はR２.６.１現在）※マンションすまい・る債を積み立てているマンション管理組合は、融資金利からさらに0.20％引下げ。

※1 対象となる工事費（区分所有者申込みの場合は区分所有者の方が負担する一時金）が上限。
※2 マンション管理組合が工事を行う場合で、区分所有者の方が一時金を負担するときに利用できる融資。
※3 高齢者向け返済特例を利用する場合は(一財)高齢者住宅財団の保証が必要。
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再建マンションへの入居を希望し、購入資金に係る経済的負担が困難な高齢者

→住宅金融支援機構によるまちづくり融資（高齢者向け返済特例制度）

融資
保証ありコース：上限2,000万円
保証なしコース：上限5,000万円

【融資条件】
・一定の要件を満たすマンションの建替え
・借入申込時に満６０歳以上
・ご自身が居住する住宅を建設・購入する者 など

住宅金融支援機構

【返済方法】
利息のみ毎月返済、元金
はお亡くなりになった時に

一括返済する等

＜相談窓口＞
住宅金融支援機構
まちづくり業務部 まちづくり再生支援室
マンション再生・再開発支援グループ

社会資本整備審議会 住宅宅地分科会
第１回マンション政策小委員会 資料

マンション再生における支援制度 再入居希望の高齢者向けの支援制度（住宅金融支援機構）

29



マンション管理・建替え等の無料相談

マンションの管理、維持・修繕に関するご相談は、

（公財）マンション管理センターへ

【東京本部】 ○管理組合運営、管理規約等のご相談

… ０３（３２２２）１５１７
○建物・設備の維持管理のご相談

… ０３（３２２２）１５１９
【大阪支部】 ○マンションの適正な管理についての相談等

…０６（４７０６）７５６０

日常の管理組合運営や建物・設備の維持管理等に関して困ったこと、

分からないこと等について電話、面談、メール等によりご相談をお受

けし、マンション標準管理規約やマンション管理に関する法令等を参

考にして、公平・中立的な立場でアドバイスさせていただきます。

受付時間：９：３０～１７：００（土日祝休日、年末年始除く）

マンション建替えやマンション敷地売却等に関する相談マンションの管理、維持・修繕に関する相談

マンションの建替えやマンション敷地売却等に関するご相談は、

住まいるダイヤル（（公財）住宅リフォーム・紛争処理支援センター）へ

社会資本整備審議会 住宅宅地分科会 第１回マンション政策小委員会 資料
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ご清聴どうもありがとうございました。
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